
- 1 - 

財務報告内部統制監査基準報告書第１号「財務報告に係る内部統制の監査」の改正について 

2 0 2 4 年 ９ 月 26 日 

日本公認会計士協会 

新 旧 

財務報告内部統制監査基準報告書第１号 財務報告内部統制監査基準報告書第１号 

  

財務報告に係る内部統制の監査 財務報告に係る内部統制の監査 

  

2007 年 10 月 24 日 2007 年 10 月 24 日 

改正 20 0 9 年 ３ 月 23 日 改正 20 0 9 年 ３ 月 23 日 

改正 20 1 1 年 ８ 月 10 日 改正 20 1 1 年 ８ 月 10 日 

改正 20 1 2 年 ６ 月 15 日 改正 20 1 2 年 ６ 月 15 日 

改正 2 0 1 9 年 ７ 月 ５ 日 改正 2 0 1 9 年 ７ 月 ５ 日 

改正 20 2 0 年 ３ 月 17 日 改正 20 2 0 年 ３ 月 17 日 

改正 2 0 2 1 年 ４ 月 ７ 日 改正 2 0 2 1 年 ４ 月 ７ 日 

改正 20 2 1 年 ９ 月 16 日 改正 20 2 1 年 ９ 月 16 日 

改正 2022 年 10 月 13 日 改正 2022 年 10 月 13 日 

改正 20 2 3 年 ３ 月 16 日 改正 20 2 3 年 ３ 月 16 日 

改正 20 2 3 年 ７ 月 28 日 改正 20 2 3 年 ７ 月 28 日 

改正 20 2 4 年 ４ 月 18 日 最終改正 20 2 4 年 ４ 月 18 日 

最終改正 20 2 4 年 ９ 月 26 日  

日本公認会計士協会 日本公認会計士協会 

監査・保証基準委員会 監査・保証基準委員会 

（報告書：第 43 号） （報告書：第 43 号） 

  

《Ⅰ はじめに》 《Ⅰ はじめに》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅱ 用語》 《Ⅱ 用語》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅲ 内部統制監査の意義》 《Ⅲ 内部統制監査の意義》 

（省 略） （省 略） 
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《３．内部統制監査の対象》 《３．内部統制監査の対象》 

（省 略） （省 略） 

15．内部統制評価の実施基準において、「財務報告」は、「財務諸表及び財務諸表の信頼性に重要な影響

を及ぼす開示事項等に係る外部報告をいう。」とある。 

15．内部統制評価の実施基準において、「財務報告」は、「財務諸表及び財務諸表の信頼性に重要な影響

を及ぼす開示事項等に係る外部報告をいう。」とある。 

ここで「財務諸表」とは、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 51 年大蔵

省令第 28 号。以下「連結財務諸表規則」という。）第１条に規定する連結財務諸表及び財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令第 59 号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）第１条に規定する財務諸表をいう（以下同じ。）。「財務諸表」については、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準により作成する場合だけでなく、指定国際会計基準（連

結財務諸表規則第 312 条に規定する指定国際会計基準をいう。以下同じ。）及び修正国際基準（連結

財務諸表規則第 314 条に規定する修正国際基準をいう。以下同じ。）により作成する場合も含むこと

とされている。また、連結財務諸表規則第８条の３に規定する比較情報（当連結会計年度に係る連結

財務諸表（連結附属明細表を除く。）に記載された事項に対応する前連結会計年度に係る事項をいう。）

及び財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報（当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を

除く。）に記載された事項に対応する前事業年度に係る事項をいう。）は当連結会計年度又は事業年

度（当期）の「財務諸表」の一部を構成することとされており、当該比較情報についても当連結会計

年度又は事業年度の「財務報告」の範囲に含まれる点に留意する。 

ここで「財務諸表」とは、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 51 年大蔵

省令第 28 号。以下「連結財務諸表規則」という。）第１条に規定する連結財務諸表及び財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令第 59 号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）第１条に規定する財務諸表をいう（以下同じ。）。「財務諸表」については、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準により作成する場合だけでなく、指定国際会計基準（連

結財務諸表規則第 93 条に規定する指定国際会計基準をいう。以下同じ。）及び修正国際基準（連結

財務諸表規則第 94 条に規定する修正国際基準をいう。以下同じ。）により作成する場合も含むこと

とされている。また、連結財務諸表規則第８条の３に規定する比較情報（当連結会計年度に係る連結

財務諸表（連結附属明細表を除く。）に記載された事項に対応する前連結会計年度に係る事項をいう。）

及び財務諸表等規則第６条に規定する比較情報（当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を除く。）

に記載された事項に対応する前事業年度に係る事項をいう。）は当連結会計年度又は事業年度（当期）

の「財務諸表」の一部を構成することとされており、当該比較情報についても当連結会計年度又は事

業年度の「財務報告」の範囲に含まれる点に留意する。 

  

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅳ 財務諸表監査と内部統制監査との関係》 《Ⅳ 財務諸表監査と内部統制監査との関係》 

《１．財務諸表監査と内部統制監査の一体化》 《１．財務諸表監査と内部統制監査の一体化》 

（省 略） （省 略） 

  

29．監査人の手続の実施時期については、経営者自身による有効性の評価が行われることが前提となる

が、全社的な内部統制の評価結果は、業務プロセスの評価範囲や経営者自身が実施すべき評価手続に

影響を及ぼすため監査対象事業年度の初期の段階で監査人による手続の実施が可能となるように経

営者と協議しておく必要があると考えられる。また、決算・財務報告プロセスに係る内部統制の運用

状況の評価及び検討については、その性質上、当該プロセスで内部統制の不備が発見された場合、開

示すべき重要な不備に該当する可能性もあるため、前年度の運用状況、四半期決算短信又は半期報告

等の作成を利用して決算・財務報告プロセスについて監査対象事業年度の初期の段階で検討ができる

ように経営者と協議しておくことが効果的かつ効率的と考えられる。 

29．監査人の手続の実施時期については、経営者自身による有効性の評価が行われることが前提となる

が、全社的な内部統制の評価結果は、業務プロセスの評価範囲や経営者自身が実施すべき評価手続に

影響を及ぼすため監査対象事業年度の初期の段階で監査人による手続の実施が可能となるように経

営者と協議しておく必要があると考えられる。また、決算・財務報告プロセスに係る内部統制の運用

状況の評価及び検討については、その性質上、当該プロセスで内部統制の不備が発見された場合、開

示すべき重要な不備に該当する可能性もあるため、前年度の運用状況、四半期報告等の作成を利用し

て決算・財務報告プロセスについて監査対象事業年度の初期の段階で検討ができるように経営者と協

議しておくことが効果的かつ効率的と考えられる。 

  

（省 略） （省 略） 
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《９．内部統制監査におけるコミュニケーション》 《９．内部統制監査におけるコミュニケーション》 

《(1) 監査役等とのコミュニケーション》 《(1) 監査役等とのコミュニケーション》 

44-2．内部統制監査を含めた一体監査における監査役、監査役会、監査等委員会又は監査委員会（以下

「監査役等」という。）とのコミュニケーションについては、財務諸表監査における要求事項に加え

て、次の点に留意する必要がある。 

44-2．内部統制監査を含めた一体監査における監査役、監査役会、監査等委員会又は監査委員会（以下

「監査役等」という。）とのコミュニケーションについては、財務諸表監査における要求事項に加え

て、次の点に留意する必要がある。 

(1) 監査役等とのコミュニケーションを行うことが要求される事項 (1) 監査役等とのコミュニケーションを行うことが要求される事項 

一体監査での監査役等とのコミュニケーションについては、監査基準報告書 260「監査役等との

コミュニケーション」により監査役等とのコミュニケーションが要求される事項に加えて、内部統

制監査に係る次の事項に留意する。 

一体監査での監査役等とのコミュニケーションについては、監査基準報告書 260「監査役等との

コミュニケーション」により監査役等とのコミュニケーションが要求される事項に加えて、内部統

制監査に係る次の事項に留意する。 

（省 略） （省 略） 

④ 監査人の独立性 ④ 監査人の独立性 

上場企業の場合、監査人は、監査事務所とネットワーク・ファームが企業及び企業が支配する

構成単位に対して提供した監査及び監査以外の業務に係る監査対象期間に関連した報酬金額に

ついて、監査役等とコミュニケーションを行わなければならないとされている（監基報 260 第 1

8 項(2)①参照）。 

上場企業の場合、監査人は、監査事務所とネットワーク・ファームが企業及び企業が支配する

構成単位に対して提供した監査及び監査以外の業務に係る監査対象期間に関連した報酬金額に

ついて、監査役等とコミュニケーションを行わなければならないとされている（監基報 260 第 1

5 項参照）。 

一体監査の場合には、監査人は、当該「監査対象期間に関連した報酬金額」には、内部統制監

査に関連した報酬も含めなければならない。なお、これらの報酬に関する情報は、監査人の独立

性に与える影響を監査役等が評価するのに役立つ程度に集計し、適切に区分しなければならない

とされている。 

一体監査の場合には、監査人は、当該「監査対象期間に関連した報酬金額」には、内部統制監

査に関連した報酬も含めなければならない。なお、これらの報酬に関する情報は、監査人の独立

性に与える影響を監査役等が評価するのに役立つ程度に集計し、適切に区分しなければならない

とされている。 

ただし、監査役等の全員が関連する事実を知っていることが明らかな場合等、監査人の独立性

に関するコミュニケーションを行わない場合もある。また、監査人の監査事務所とネットワーク・

ファームが財務諸表監査及び内部統制監査以外に企業に関与することがほとんどないような場

合には、監査人の独立性に関するコミュニケーションを行わないこともある（監基報 260 の A32

項参照）。 

ただし、監査役等の全員が関連する事実を知っていることが明らかな場合等、監査人の独立性

に関するコミュニケーションを行わない場合もある。また、監査人の監査事務所とネットワーク・

ファームが財務諸表監査及び内部統制監査以外に企業に関与することがほとんどないような場

合には、監査人の独立性に関するコミュニケーションを行わないこともある（監基報 260 の A28

項参照）。 

(2) コミュニケーション・プロセス (2) コミュニケーション・プロセス 

監査人は、想定されるコミュニケーションの手段、実施時期及び内容について、監査役等とコミ

ュニケーションを行わなければならないとされている（監基報 260 第 19 項参照）。さらに、監査人

は、職業的専門家としての判断により、口頭によるコミュニケーションが適切ではないと考える場

合、監査上の重要な発見事項について、監査役等と書面又は電磁的記録によりコミュニケーション

を行わなければならないとされている（監基報 260 第 20 項参照）。 

監査人は、想定されるコミュニケーションの手段、実施時期及び内容について、監査役等とコミ

ュニケーションを行わなければならないとされている（監基報 260 第 17 項参照）。さらに、監査人

は、職業的専門家としての判断により、口頭によるコミュニケーションが適切ではないと考える場

合、監査上の重要な発見事項について、監査役等と書面又は電磁的記録によりコミュニケーション

を行わなければならないとされている（監基報 260 第 18 項参照）。 

したがって、監査人は、監査の過程で識別した内部統制の重要な不備を、適時に、書面又は電磁

的記録により監査役等に報告しなければならない（監査基準報告書 265「内部統制の不備に関する

コミュニケーション」第８項参照）。このとき、内部統制評価の基準に規定する開示すべき重要な

不備は、一般的に監査基準報告書 265 第５項に規定する重要な不備に含まれることに留意する（重

要な不備と開示すべき重要な不備の関係については、付録６「内部統制の不備、重要な不備、開示

したがって、監査人は、監査の過程で識別した内部統制の重要な不備を、適時に、書面又は電磁

的記録により監査役等に報告しなければならない（監査基準報告書 265「内部統制の不備に関する

コミュニケーション」第８項参照）。このとき、内部統制評価の基準に規定する開示すべき重要な

不備は、一般的に監査基準報告書 265 第５項に規定する重要な不備に含まれることに留意する（重

要な不備と開示すべき重要な不備の関係については、付録６「内部統制の不備、重要な不備、開示
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すべき重要な不備の整理」を参照）。 すべき重要な不備の整理」を参照）。 

(3) 監査役等からの情報の入手 (3) 監査役等からの情報の入手 

監査役等とのコミュニケーションの目的には、監査人が監査に関連する情報を監査役等から入手

することも含まれる（監基報 260 第９項(2)参照）。 

監査役等とのコミュニケーションの目的には、監査人が監査に関連する情報を監査役等から入手

することも含まれる（監基報 260 第８項(2)参照）。 

特に、内部統制実施基準においては、監査人は、監査役等の活動を含めた経営レベルにおける内

部統制の整備及び運用状況を、統制環境やモニタリング等の一部として考慮することとされてい

る。また、全社的な内部統制の整備及び運用の状況の検討に当たっては、監査役等における監視機

能について確認することが重要であるとされている。 

特に、内部統制実施基準においては、監査人は、監査役等の活動を含めた経営レベルにおける内

部統制の整備及び運用状況を、統制環境やモニタリング等の一部として考慮することとされてい

る。また、全社的な内部統制の整備及び運用の状況の検討に当たっては、監査役等における監視機

能について確認することが重要であるとされている。 

したがって、監査人は、会社の統制環境やモニタリング等の重要な一部を担う監査役等との有効

な双方向のコミュニケーションを通じて、監査役等から監査に関連する必要な情報を入手すること

が重要と考えられる。 

したがって、監査人は、会社の統制環境やモニタリング等の重要な一部を担う監査役等との有効

な双方向のコミュニケーションを通じて、監査役等から監査に関連する必要な情報を入手すること

が重要と考えられる。 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅴ 監査人の独立性》 《Ⅴ 監査人の独立性》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅵ 監査計画の策定》 《Ⅵ 監査計画の策定》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅶ 評価範囲の妥当性の検討》 《Ⅶ 評価範囲の妥当性の検討》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅷ 全社的な内部統制の評価の検討方法》 《Ⅷ 全社的な内部統制の評価の検討方法》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅸ 業務プロセスに係る内部統制の評価の検討方法》 《Ⅸ 業務プロセスに係る内部統制の評価の検討方法》 

（省 略） （省 略） 

  

《Ⅹ ＩＴに係る全般統制の評価の検討方法》 《Ⅹ ＩＴに係る全般統制の評価の検討方法》 

（省 略） （省 略） 

  

《ⅩⅠ 内部統制の不備の程度の評価》 《ⅩⅠ 内部統制の不備の程度の評価》 

（省 略） （省 略） 
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《ⅩⅡ 不正等への対応》 《ⅩⅡ 不正等への対応》 

（省 略） （省 略） 

  

《ⅩⅢ 経営者の評価の利用》 《ⅩⅢ 経営者の評価の利用》 

（省 略） （省 略） 

  

《ⅩⅣ 他の監査人等の利用》 《ⅩⅣ 他の監査人等の利用》 

（省 略） （省 略） 

  

《ⅩⅤ 監査調書》 《ⅩⅤ 監査調書》 

（省 略） （省 略） 

  

《ⅩⅥ 内部統制監査報告書》 《ⅩⅥ 内部統制監査報告書》 

（省 略） （省 略） 

《２．内部統制監査報告書の記載事項》 《２．内部統制監査報告書の記載事項》 

256．内部統制監査報告書は、基本的に「監査意見」、「監査意見の根拠」、「経営者及び監査役等の責任」、

「監査人の責任」という四つの区分に分け、それぞれ見出しを付して明瞭に記載する。 

256．内部統制監査報告書は、基本的に「監査意見」、「監査意見の根拠」、「経営者及び監査役等の責任」、

「監査人の責任」という四つの区分に分け、それぞれ見出しを付して明瞭に記載する。 

（省 略） （省 略） 

(4) 内部統制監査における監査人の責任 (4) 内部統制監査における監査人の責任 

（省 略） （省 略） 

⑨ 上場企業の場合、監査人は、監査役等に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、

及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで

軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行うこと。なお、上

場企業の場合に適用される監査人の独立性に関するコミュニケーションについての要求事項は、

その他の企業、特に、事業内容、事業規模又は事業体の属性により利害関係者が広範囲に及ぶた

め、社会的影響度が高い事業体にも適用される場合がある。上場企業ではないが、監査人の独立

性に関するコミュニケーションが適切となることがある企業の例示としては、金融機関及び保険

会社等を挙げることができる（監基報 260 の A32 項参照）。 

⑨ 上場企業の場合、監査人は、監査役等に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、

及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで

軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行うこと。なお、上

場企業の場合に適用される監査人の独立性に関するコミュニケーションについての要求事項は、

その他の企業、特に、事業内容、事業規模又は事業体の属性により利害関係者が広範囲に及ぶた

め、社会的影響度が高い事業体にも適用される場合がある。上場企業ではないが、監査人の独立

性に関するコミュニケーションが適切となることがある企業の例示としては、金融機関及び保険

会社等を挙げることができる（監基報 260 の A28 項参照）。 

（省 略） （省 略） 

  

《ⅩⅦ 内部統制監査において入手すべき経営者による確認書》 《ⅩⅦ 内部統制監査において入手すべき経営者による確認書》 

（省 略） （省 略） 
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《ⅩⅧ 適用》 《ⅩⅧ 適用》 

（省 略） （省 略） 

・ 本報告書（2024 年９月 26 日）のうち、企業会計審議会「四半期レビュー基準の期中レビュー基

準への改訂に係る意見書」（2024 年３月 27 日公表）に関する事項は、2024 年４月１日以後開始す

る連結会計年度及び事業年度に係る内部統制監査から適用する。 

 

  

以  上  以  上  

  

・ 本報告書（2022 年 10 月 13 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。 

－ 倫理規則（2022 年７月 25 日変更） 

（修正箇所：第 50 項） 

－ 監査基準報告書（序）「監査基準報告書及び関連する公表物の体系及び用語」（2022 年７月 21

日改正） 

（上記以外の修正箇所） 

・ 本報告書（2023 年３月 16 日改正）は、次の公表物の公表に伴う追加の修正を反映している。 

－ 倫理規則（2022 年７月 25 日変更） 

・ 本報告書（2024 年９月 26 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。 

－ 企業会計審議会「四半期レビュー基準の期中レビュー基準への改訂に係る意見書」（2024 年３

月 27 日公表） 

（修正箇所：第 15 項、第 29 項、付録４） 

－ 監査基準報告書 260「監査役等とのコミュニケーション」（2024 年９月 26 日改正） 

（上記以外の修正箇所） 
 

・ 本報告書（2022 年 10 月 13 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。 

－ 倫理規則（2022 年７月 25 日変更） 

（修正箇所：第 50 項） 

－ 監査基準報告書（序）「監査基準報告書及び関連する公表物の体系及び用語」（2022 年７月 21

日改正） 

（上記以外の修正箇所） 

・ 本報告書（2023 年３月 16 日改正）は、次の公表物の公表に伴う追加の修正を反映している。 

－ 倫理規則（2022 年７月 25 日変更） 
 

  

  

付録１ 内部統制監査において監査調書に記録する事項の例示 付録１ 内部統制監査において監査調書に記録する事項の例示 

（省 略） （省 略） 

  

付録２ 統計的サンプル数の例示 付録２ 統計的サンプル数の例示 

（省 略） （省 略） 

  

付録３ 一体型内部統制監査報告書の文例（無限責任監査法人の場合で、指定証明であると

き） 

付録３ 一体型内部統制監査報告書の文例（無限責任監査法人の場合で、指定証明であると

き） 

（省 略） （省 略） 
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付録４ 経営者確認書の文例（連結及び個別財務諸表監査並びに内部統制監査一体型） 付録４ 経営者確認書の文例（連結及び個別財務諸表監査並びに内部統制監査一体型） 

×年×月×日 

○○監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 公認会計士 ○○○○ 殿（注１） 

○○株式会社 

代表取締役      （署名） 

 （若しくは記名押印又は電子署名） 

財務・経理担当取締役 （署名） 

（若しくは記名押印又は電子署名） 

 本確認書は、当社の有価証券報告書に含まれる×年×月×日から×年×月×日までの第×期事業

年度の財務諸表及び同期間の連結会計年度の連結財務諸表（以下｢財務諸表等｣という。）並びに×年

×月×日現在の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及

び財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、全ての重要な点において適正に表示している

かどうかについて貴監査法人が意見を表明するに際して提出するものです。私たちは、下記のとお

りであることを確認します。（注２） 

記 

財務諸表等及び内部統制報告書 

１．私たちは、×年×月×日付けの（×年×月期に係る）監査契約書（注３）に記載されたとおり、

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則（以下「財務諸表等規則等」という。）並びに我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して財務諸表等を作成する責任（継続企業の前提に基づき財務諸

表等を作成することが適切であるかどうかを評価し、継続企業に関する必要な開示を行う責任を

含む。）を果たしました。財務諸表等は、財務諸表等規則等及び我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示しております。 

２．私たちは、×年×月×日付けの（×年×月期に係る）監査契約書（注３）に記載されたとおり、

財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令（以下「内

部統制府令」という。）及び我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して財務報告に係る内部統制を評価し、内部統制報告書を作成する責任を

果たしました。内部統制報告書は、内部統制府令及び我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して期末日現在の内部統制の状況を適正に表示

しております。 

（省 略） 

以  上  
 

×年×月×日 

○○監査法人 
指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 ○○○○ 殿（注１） 

○○株式会社 
代表取締役      （署名） 

 （若しくは記名押印又は電子署名） 
財務・経理担当取締役 （署名） 

（若しくは記名押印又は電子署名） 
 本確認書は、当社の有価証券報告書に含まれる×年×月×日から×年×月×日までの第×期事業

年度の財務諸表及び同期間の連結会計年度の連結財務諸表（以下｢財務諸表等｣という。）並びに×年

×月×日現在の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及

び財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、全ての重要な点において適正に表示している

かどうかについて貴監査法人が意見を表明するに際して提出するものです。私たちは、下記のとお

りであることを確認します。（注２） 

記 

財務諸表等及び内部統制報告書 

１．私たちは、×年×月×日付けの（×年×月期に係る）監査契約書（注３）に記載されたとおり、

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則（以下「財務諸表等規則等」という。）並びに我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して財務諸表等を作成する責任（継続企業の前提に基づき財務諸

表等を作成することが適切であるかどうかを評価し、継続企業に関する必要な開示を行う責任を

含む。）を果たしました。財務諸表等は、財務諸表等規則等及び我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示しております。 

２．私たちは、×年×月×日付けの（×年×月期に係る）監査契約書（注３）に記載されたとおり、

財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令（以下「内

部統制府令」という。）及び我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して財務報告に係る内部統制を評価し、内部統制報告書を作成する責任を

果たしました。内部統制報告書は、内部統制府令及び我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して期末日現在の内部統制の状況を適正に表示

しております。 

（省 略） 

以  上  
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（省 略） （省 略） 

（注３）監査契約において、期中レビュー契約と同時に一体として締結している場合は、「監査契約書」

を「監査及び期中レビュー契約書」とする。 

（注３）監査契約において、四半期レビュー契約と同時に一体として締結している場合は、「監査契約

書」を「監査及び四半期レビュー契約書」とする。 

（省 略） （省 略） 

  

付録５ 「中小規模企業」の内部統制監査上の留意点 付録５ 「中小規模企業」の内部統制監査上の留意点 

（省 略） （省 略） 

  

付録６ 内部統制の不備、重要な不備、開示すべき重要な不備の整理 付録６ 内部統制の不備、重要な不備、開示すべき重要な不備の整理 

（省 略） （省 略） 

  

付録７ 重要な事業拠点の選定方法に係る参考例 付録７ 重要な事業拠点の選定方法に係る参考例 

（省 略） （省 略） 

以  上 以  上 

以  上  


